
 

（登録の任意性） 

【答】  

適格請求書を交付できるのは、登録を受けた適格請求書発行事業者に限られますが、適格請

求書発行事業者の登録を受けるかどうかは事業者の任意です（消法 57の２①、57の４①）。 

ただし、登録を受けなければ、適格請求書を交付することができないため、取引先が仕入税

額控除を行うことができませんので、このような点を踏まえ、登録の必要性をご検討ください。 

また、適格請求書発行事業者は、販売する商品に軽減税率対象品目があるかどうかを問わず、

取引の相手方（課税事業者に限ります。）から交付を求められたときには、適格請求書を交付し

なければなりません。 

一方で、消費者や免税事業者など、課税事業者以外の者に対する交付義務はありませんので、

例えば、顧客が消費者のみの場合には、必ずしも適格請求書を交付する必要はありません。こ

のような点も踏まえ、登録の必要性をご検討ください。 

また、ご検討にあたっては国税庁ホームページに掲載している「インボイス制度への事前準

備の基本項目チェックシート」もご活用ください。 

 

 

 

 

  

問 10 当社は、軽減税率対象品目の販売を行っていませんが、適格請求書発行事業者の登録を必

ず受けなければなりませんか。【令和５年 10 月改訂】 

「インボイス制度特設サイト」 

（インボイス制度への事前準備の基本項目チェックシート） 

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/0022009-057.pdf

